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Inthetraditional‘Dualism’theoryofeconomicdevelopment，itiswidelybelievedthat  

anabundantlaboursupplyataconstantrealwageisthekeytoinduceeconomic  

development．Thishypothesis，prOpOSedbySirW．A．Lewisin‘EconomicDevelopment  

withUnlimitedSupplyofLabour’，hasprovidedabasicframeworkfordevelopment  

economistsandpolicymakersindevelopingcountries，Egypt，aCCOrdingtoLewis，WaSa  

typicalexamplei11ustratingthedualisticeconomictheory．Thetheorylmpliesthat  

underdeve10pmentinEgyptwouidresult血・OmraPidpopulationgrowth，andthatthemain  

Cha11engefortheEgyptiangovernmentistodevelopitsmoderneconomysothatit  

absorbstheabundantlabourintraditional，low－prOductiveactivities．  

However，ademographictransitionhasbeenobservedinEgypt，Wherethebirthrate  

isbeginnlngtOdeclineねsterthanthedeathrate．Inthetheoryof‘populationdividends’，  

economicgrowthispossibleinthetransitionalperiodifthegrowthrate ofthe  

economicallyactivepopulationexceedsthatofthetotalpopulation・Thetheorystatesthat  

thedecreaseindomesticfinancialburden，alongwiththeincreaseintheeconomically  

activepopulationduetothedeclineinthebirthrate，WOuldencouragesavlngand  

investmentforeconomicdevelopment．  

Ontheotherhand，theincreaseinsocialburdencausedbytherelativedeclineinthe  

youngpoDulationisbecomlnglnCreaSlnglynoticeable，eVenamOngthedeveloplng  

economiessuchasSoutheastAsia．ItwillbemoreseverinthecaseofEgypt，Wherethe  

鮎caldefiとithasalreadybecomechronicbecauseofsubsidisationpoliciesandincreased  
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governmentemployment．Mostofthepopulationis demandinglnCreaSeSinsocial  

expenditure，Sincesocialsafetynets suchas health andsocialinsuranceare still  

underdeveloped．IncreaslngSOCialexpendituresometimesresultsinthe stagnationof  

potentialofeconomicgrowth，COnStrainlngtheaccumulationofcapitalandtechnologlCal  

progress．WhatconditionsarenecessaryforEgypttobenefitfromthepopulationbonusby  

absorbingtheyoungpopulationintoproductiveactivities？Thepurposeofthispaperisto  

Clari＆thelong－termrelationshipbetweendemographictransitionandeconomicgrowthin  

Egypt．  

ThereisevidencethatEgypthasexperiencedatransitiontoitsthirdstageof  

demographictransitionsincethe1990s，Characterisedbyslowpopulationgrowthwithlow  

birthanddeathrates．TheagestruCtureisalsochanglngtOWardthephasewheretheratio  

Oftheworking－agepOPulationtothetotalpopulationisbeginnlngtOincrease．Thesefacts  

implythatEgyptlSCurrentlybene翫ingftomademographicgi托called‘populationbonus’．  

Duringthesecondstageofdemographictransition，thegrowlnglabourforcewas  

absorbedbythe out－mlgrationtothe GulfCooperationCouncilcountries．However，  

economicgrowthwasencouragedduringthistransitionalphasethroughtheabsorpt10nOf  

abundantlabourintodomesticeconomicactivities．Severalstudieshavepointedoutthat  

thecontributionoftechnologicalprogresstoeconomicgrowthisratherstagnantinthe  

MiddleEastandNorthAfrica（MENA）countriesincludingEgypt．Asanindicatorof  

technologicalchange，thetotalfactorproductivity（TFP）contributedlessthancapital  

accumulation，aCCOuntlngforgrowthfrom1960to1998inselectedMENAcountries．The  

growthofEgypt血・Om1977to2004alsosupportedthishypothesis，Withalmost90％of  

grow［hbeingexplainedbycapitalaccumulation．  

However，Sincethemid－1990s，theTFPhasshowedatrendtowardincreasewiththe  

recoveryofeconomicgrowth．Itmightbesuggestedthatthisincreasecoincideswiththe  

increaseintheworking－agepOpulation．However，therateofnaturalpopulationgrowthis  

Stillhigh；therefbre，thepopulationhasremainednearlyconstant．AccordingtoaUnited  

Nations（UN）demographicprojection，theratioofworking－agepeOPletothetotal  

populationinEgyptwillpeakbetween2030and2040．Hence，One Ofthepolicy  

implicationsisthatjob－Creation，particularlyfortheyoung，is necessarytosustain  

economicgrowth，andhowapositivecycleofsavlngandinvestmentcouldbeencouraged  

duringtheperiodofpopulationbonusisoneofthemainchal1enges．Itisimpliedthat  

encouraglnglnVeStmentSthatcontributetojobcreationandtechnologicalprogresswould  

fu1BlthesufGcientconditionforeconomicdevelopment．   
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Ⅰ．はじめに   

急速な人口増加は経済発展に負の影響を与えるものと考えられることが多く，途上国の貧困や低  

開発の要因は人口爆発に求められることがしばしばである。開発経済学の二重経済論においては，  

人口爆発によって生じた過剰労働人口が生産性の高い近代部門に移行することによって経済発展が  

始動すると想定されている。しかし，途上国の急速な人口増加も近年減速する局面に移行しつつあ  

ることが見出せる。本稿で着日する中東・北アフリカ地域は，第二次大戦後急速な人口増を経験し  

た地域のひとつであるが，このことは同地域でも例外ではない1。   

本稿で分析する中束・北アフリカ地域におけるエジプトは，かつて英国の経晴学者アーサー・ル  

イス卿によって，無制限的労働供給下で経済発展を遂げる二重経済モデルの典型とされた国である  

（Lewis，1954：ユ40」41）。同モデルが示すとおり，急速に増加する労働人仁ほ近代産業にいかに雇用  

吸収させるかは，エジプト政府のかねてからの政策課邁であった。しかし，1990年代以降のエジプ  

トでは．死亡率が低下すると同時に出生率も低下し，入＝の自然増加率が低下している「，つまり，  

エジプトは少産・少子で特徴付けられる人口転換の第三局面に移行しつつある。それにしたがい，  

人口ピラミッドも若年人口が相対的に多い「成層聖（富士山型）」から生産年齢人口（15巌以上65  

歳末滴）が相対的に多い「釣鐘型」へ変化しつつある㌦ これは，生産年齢人し］増加率が人口増加  

寧を上回る局面，すなわち「人口ボーナス期」を迎えつつあることを示Lている。   

人打経済学が近年注月する「人口ボーナス（populationdividends）諭」では，出生率の低下によ  

る家計の負担減や経済活動人口の増加が経済発展に有効に作朋するとされている㌔急速な人口増  

が繚掃発展の足かせであり続けたエジプトにおいても，人口ボーナスを成長に結びつけることは可  

能であろうか。   

一 方，先進国の歴史的経験に鑑みれば，中東・北アフリカ諸国も長期的には人口ボーナス期が終  

了し，少子高齢化に備える必要がでてくる。また，過去30年間ほどで急速な経済発展を遂げた東ア  

ジア諸国をみても，少子化に伴う社会的負担の増大が近い将来重要問題として浮上する（渡さ乱  

1世界銀行の分類によれば，「中東・北アフリカ tMiddleEastandNorthA如ca）諸国」とは，モロッコ，ア   
ルジェリア，チュニジア，リビア，エジプト シリア，レバノン，ヨルダン，湾岸諸国会議機構（GCC）   

諸国6カ軋 イエメン，イラン，イラク，イスラエル，パレスチナ自治区およびジプチを含む20カ国・地区   
を示す1。本稿では，GCC諸国は他の中家・北アフリカ諸国と比べて人口転換が異質であるために，分析の   
直接の対象からは外すことにし，また，データの制約から．アルジェリア，エジプト．シリア，チュニジ   
ア，モロッコ，リビア，レバノンおよびヨルダンの8カ国に分析対象を絞ることにする。  

2 山コ転換の局面については様々な分類があるが，本稿では，死亡率と出生率がともに高く，人口の自然増  
加挙が低い局面を「第一一局面（多産多死塑）」，死亡率が低下を始めても出生率が高い率で維持され，人口  
が急増する局面を「第二局面（多産少子型）」，死亡率と出生率がともに低下して自然増加寧が減速する局  
面を「第三局面〔少産少死軌」とし、死亡率と出生率が低位で安定して，自然増加寧がさらに低‾Fする最  
終局面を「第四局面」とする⊂ 

「人口ボーナス論」とは，簡潔に述べれば，出生率の低下が経碑成長を高める要因となるという考え方で  
ある⊂〉「人口ボーナス期」は，計測的には，生産年齢人口増加率が人口増加寧を上回った時期に始まり，こ  
れが逆転した時点で終了する－，本稿における人口ボーナスの定義については，渡辺（2006：49巧0）を参照さ  
れたい。   
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2006：49）。つまり，少子高齢化はもはや先進国特有の問題ではなく，少子高齢化に向かう速度は後  

発国ほど加速化する傾向を示す4。   

特に，社会主義的経済体制から市場移行を遂げつつあるエジプトでは，更なる社会的負担の増加  

は成長の制約要因となる。そこでは，大幅な財政出動を要する社会政策が過去数十年にわたり実施  

されているため，財政負担増の問題は既に慢性化しているが，医療，年金，福祉等の社会的セーフ  

ティネットは依然として未整備であるために，社会支出への配分増の要求は高い。財政負担の増加  

は，投資情動を制約し，技術進歩の長期的停滞をもたらし，ひいては経済成長の潜在力を奪う危険  

性も否定できないものである。エジプトが人口ボーナスの成果を掴み取るには，どのような条件が  

必要であろうか。   

以上のような問題意識に基づき，本稿では，エジプトにおける人口動態と経済成長の長期的関係  

を明らかにする。束アジアの急速な経済成長を人口ボーナス静から説明した研究に，Bloomand  

Williamson（1998）がある。また，近年では，渡辺（2006），大泉（2006），若林（2006）が人口ボ  

ーナス論の展開から，東アジア諸国の少子高齢化における課題を検討している。ただし，いずれも  

束アジア諸国を対象としたものである。これに対して，WilliamsonandYousef（2002）は，中束・  

北アフリカ諸国を対象にして人口動態と経済成長の関係について分析したが，エジプト経済を深く  

分析したものではない。本稿のように，人口ボーナス論を用いてエジプトの長期経済成長を分析し  

た研究は，これまで殆どみられない。  

Ⅰ．人口動態と経済成長   

人口増加と経済成長の間の因果関係についての見方は一棟ではない。開発経済学における二重経  

済論の多くは，人口増に対して比戟的中立的立場をとるが，その現実的適用そして仮定の修正にお  

いては，人口爆発によって生じた過剰人口は経済発展にネガティブな要因としてとらえられること  

が多かった。つまり，資本蓄積による経済成長の成果は増加する人口によって吸収されてしまい，  

急速な人口増に起因する「低位均衡の罠」から脱却するためには，高貯蓄・高投資が実現されなけ  

れば容易ではないと考えられてきた5。   

これに対して人口ボーナス論では，人口年齢構成の変イヒが経済発展にポジティブな影響を及ぼす  

と考える［BloomandWilliamson（1998：419－421）；Bloom，CanningandSevi11a（2001：2－3）］。人口ボー  

ナスとは，渡辺（2006：49－50）によれば，出生率の低下が年少従属人口比率（0歳以上15歳未満）  

の低下をもたらすことで社会や家計の養育負担を減少させ，同時に，経済活動人口の対生産年齢人  

口比率を上昇させることで経済発展に有利に作用するという考え方である。つまり，人口ボーナス  

4 大泉（2006：66－69）は，日本，MEs，ASEAN14，中国の高齢化の速度を高齢人口（65歳以上）比率が7％を   

超えた時点（高齢化社会）から14％を越えた時点（高齢社会）までに要した年数を比較し，香港を除けば，   

いずれの国も日本と同等かそれよりも速い速度で高齢化社会から高齢社会へ移行することを示した。  

5 古典派やマルクス以来，急速な人口増加が低所得そして低貯蓄率・低投資率をもたらすために，途上国経   
済は貧困と停滞の悪循環によって「低位均衡の罠」に捕らえられてしまうと考えられてきた。   



5  

論では過去の人口爆発は生産年齢人口の相対的増加を通じて経済発展を促進させるととらえられて  

いる。   

東アジア諸国を対象にして生産年齢人口比率の変化と経済成長の関係を実証的に分析したBloom  

andWilliamson（1998）は，同諸国が「奇跡」と呼ばれるほどの急速な経済成長を遂げたことの背  

景には人口ボーナスの到来があることを指摘した。事実，国連の人口動態統計によれば，日本を除  

く東アジア諸国の多くは，1970年代以降出生率および人口増加率が低下する局面に移行した（国際  

連合，2002：66－67）。現在，韓国，中国およびタイにおける生産年齢人口は全人口の65％以上に増  

加しており，人口ボーナス期を迎えている（大泉，2006：70－71）。ただし，インドネシア，マレー  

シアおよびフィリピンを除く東アジア諸国は，今後30年の間に日本を上回る速い速度で高齢社会へ  

変貌すると予測されており［大泉（2006：66－69）；若林（2006：97－98）］，人口ボーナス期が終わった  

後は高齢化対策がより切実な課題になると指摘されはじめている。   

東アジア諸国の人口動態と経済成長の経験を中東・北アフリカ諸国に適用すれば，次のような問  

題提起が可能であろう。中東・北アフリカ諸国が人口ボーナス期を迎える時期はいつ頃か。人口ボ  

ーナスの成果を掴み取るには，いかなる条件が必要か。高齢化社会そして高齢社会を迎える時期は  

いつ噴か。人口高齢化を迎えるにあたり，人口ボーナス期の間に備えるべき政策的課題は何か。こ  

れら4つの問題提起から，本稿では，人口転換を経験している中東・北アフリカ諸国，中でもエジ  

プトにおける持続的経済発展の課題を導き出すことにする。   

エジプト経済は，人口ボーナスの成果をいかにして経済成長に結びつけることができるのか，ま  

た，人口転換に伴う将来の財政負担増にいかに取り組むのか。この2つの課題は，エジプトだけで  

なく中東・北アフリカ諸国に共通する。同課題を分析することは，人口転換を迎えているエジプト  

経済の持続的発展のメカニズムを明らかにすることにつながり，他の中東・北アフリカ諸国におい  

ても持続的経済発展の展望を布くものとなろう。  

Ⅱ．中東・北アフリカ諸国の人口動態と国際労働移動   

中東・北アフリカは，サブサハラ・アフリカを除けば，第二次大戦後世界で最も急速な人口増を  

経験した地域である。同地域の急速な人口増は，1980年代から続く経済の不振と時期を同じくして  

起こり，労働生産性の停滞と急速な失業増をもたらした（WilliamSOnandYousef，2002：16－17）。国  

連開発計画が刊行した『人間開発報告書2007／2008』によれば，1975年から2005年におけるアラブ  

諸国の人口増加寧は平均して年率2．6％と依然として高い水準にあった。   

しかし，以下説明するように，中東・北アフリカ諸国においても人口転換がみられる。また，こ  

れまでの急速な人口増は外国への移民や海外出稼ぎの圧力を生み出す一方で，労働力の送り出しが  

逆に人口転換の進行に影響を及ぼした。本節では，同諸国における人口動態をGCC諸国やEU諸国  

のそれと比較分析する。また，これらの国々への国際労働移動と同諸国の人口動態の関係を分析す  

ることにする。   
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1．人口動態   

中東・北アフリカの8カ国における人口転換を図1に示している。同8カ国ではいずれも1980年  

代後半までに人口の自然増加寧が低下し始めた。先進国の歴史的経験に照らし，人口の自然増加率  

20パーミル以上が第二局面であるとの基準を適用すれば，ヨルダン，シリアおよびエジプト以外は  

1990年代には第三局面に入ったことが読み取れる。   

また，同諸国の中でも国民一人当たり所得が相対的に高いグループ（リビア，レバノン，アルジ  

ェリアおよびチュニジア）では，他の所得が低いグループ（ヨルダン，モロッコ，シリアおよびエ  

ジプト）に比べて第二局面からの展開が早かった。逆に，後者の中で所得が低いシリアやエジプト  

では人口転換は遅かった。つまり，所得の高い国ほど人口転換が先行していることから，人口転換  

と経済成長の間に因果関係が認められる。ただし，第三局面への移行がみられるとはいえ，人口の  

自然増加率は15パーミル前後から25パーミル前後である。これは，2000年までにアジア諸国で14．3  

パーミル，東南アジア諸国で16．6パーミル，束アジア諸国が6．8パーミルに低下していることと比  

較すると，やや高止まりの傾向がある6。  
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図1中束・北アフリカ諸国における人口の自然増加寧の推移   

人口転換が第三局面に移行するにしたがい，生産年齢人口比率は増加する。図2に示した生産年  

齢人口比率の推移を観察すると，中束・北アフリカの8カ国は1990年代から同比率が上昇する局面  

に入った。また，先に分類した一人当たり所得が高いグループは，生産年齢人口比率のピークを  

6 アジア諸国の人口動態統計については，国際連合（2002：6小73）を参照されたい。   
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2010年から35年の間に迎えることが予測される。これに対して，所得の低いグループがピークを迎  

えるのは，2030年から35年の間であると予測される。後者の中で所得が低いシリアやエジプトでは，  

生産年齢人口比率の上昇も遅く，そのピークは2035年と予測されている。これら8カ国は所得水準  

によって時期に相違があるものの，生産年齢人口比率は増加局面にあり，今後人口ボーナス期を迎  

えることが明らかである。  
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浦臼2003年以降の生塵年齢人仁】比準は中位予測僻を示す。  

肌冊1同際迎合堪滴朝食憫稚・政節分析局人l∵I那圃】阿藤誠【監訳］（2002）『何際適合湖牒人lけ測  

1950→2050202（）隼改訂版』原灘房，節Ⅰ分冊より筆者作成。  

図2 中束・北アフリカ諸国における生産年齢人口比寧の推移   

人口ボーナス期を迎えるにしたがい，人口ピラミッドは成層型から釣鐘型へ移行する。人口転換  

がさらに進めば，人口ピラミッドはつぼ型になる。ただし，高齢人口比寧については，2000年にお  

いて高くてもレバノンで6．1％，チュニジアで5．6％である（国際連合，2002：296－297，450－451）。つ  

まり，現時点ではつぼ型への移行はみられない。しかし，衷1から中束・北アフリカの8カ国につ  

いて高齢化の速度を推測すると，2020年から35年の間に65歳以上の人口が全人口の7％以上を占め  

ことになり，高齢化社会に達する。また，高齢化社会から高齢人口比寧14％以上の高齢社会に達す  

る年数は，15年から20年であると予測される。若林（2006：97牒8）によれば，日本を含む東アジア  

諸国において高齢人口比率が倍加する速度，すなわち高齢社会に移行する速度は，日本では1970年  

から94年の24年間要したのに対し，中国で23年乳 棒国やシンガポールで16年から17年臥  

ASEAN諸国でも14年から20年間と速いピッチで進んだ。これらの結果と比較すると，中束・北ア  

フリカ諸国が高齢社会に移行する速度は，東アジア諸国並みに速まっていることが指摘できる。   
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表1 中東・北アフリカ諸国における高齢化の速度  

高齢人口比寧7％   高齢人口比寧14％   倍加年数   

リビア   2025   2045   20   

レバノン   2020   2040   20   

アルジェリア   2030   2045   15   

チュニジア   2020   2040   20   

ヨルダン   2035   N．A．   N．A．   

モロッコ   2025   2045   20   

シリア   2035   N．A．   N．A．   

エジプト   2025   N．A．   N．A．   

（注）席齢人口比寧は全人口に占める65歳以上の人口を占めす。また，同比率は中位予測値を示す。  

N．A．は，推計期間中の2050年までに高齢人口化率が14％に達しなかったものを示す。  

（出所）国際連合経済社会情報・政策分析局人口恥編J阿藤誠［監訳j（2002）『国際連合世界人口予測  

1950－→20502020年改訂版』原審鼠 第Ⅰ分冊より筆者作成。  

2．人口動態と国際労働移動   

そもそも人口ボーナス諭は，出生率の低下が経済発・展をもたらす可能性を示唆するものである。  

また，人口転換の時期や速度は，国や地域によって大きく異なることは，これまでの分析より明ら  

かである。人口転換の時期・速度の相違は一方で，各国・地域における労働力の偏在をもたらし，  

国境を越える労働移動を引き起こす要因となる。事実，中東・北アフリカ諸国では，労働力不足に  

悩む欧州諸国やGCC諸国に大量の労働力を送り出してきた。これらの国々の間において，人口動  

態と国際労働移動の聞には，どのような因果関係があるのであろうか。以下では，人口動態が国際  

労働移動に及ぼす影響，ならびに労働力の送り出しが人口動態に及ぼす影響の2つを分析すること  

にする7。  

（1）人口動態が国際労働移動に及ぼす影響   

人口転換の第二局面における急激な人口増は外国へ労働力を送り出す圧力を生む。また，人口ボ  

ーナス到来期においても，増加する生産年齢人口を国内労働市場で吸収できない場合は，労働送り  

出し圧力は依然として高いままである8。これに対して，第三局面から第四局面にある国では，国  

内で労働力不足が生じるために，外国人労働力の需要が高まることがしばしばである。つまり，人  

口転換の先行国には労働力不足が生じ，後発国では労働過剰状態が続くために，前者では受け入れ，  

後者では送り出しのインセンティプが高まることになる。  

7 一般に，国境を越える労働移動は，外国籍を取得し，母国以外の国に永住を目的として移住する「定住移   

民」，外国での就労を目的にした短期の「出稼ぎ労働者」，受け入れ国が認めていないが，就労目的から流   

入する「非合法移民」，人種・宗教・政治的意見の相違などによる追音を避け，外国に逃れた「避難民」，   

国連の「難民の地位に関する条約」（1951年）に準拠する「難民」等に分類されるが，ここでは，主に「定   

住移民」と「出稼ぎ労働者」について議論する。  

8 梶原（2006：56－57）によれば，フィリピンは増加する若年労働人口を国内で有効に活用できない状態が競い   

ており，2004年末で全人口の10％にあたる800万人の出稼ぎ労働者を送り出している。しかも，出稼ぎ労働   

者の40％強が大卒者等の高学歴者であり，医者や看護師の海外流出に伴う国内人材不足が経済発展におけ  

る聞窺となっている。   
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中東・北アフリカ諸国において国境を越える労働移動が盛んに行われるようになったのは，1970  

年代以降である。そこでは，労働力に加えて石油資源の不均等分布が移動を引き起こす要因となっ  

た。基本パターンは，労働過剰・資本希少の非産油国から労働希少・資本過剰のペルシャ湾岸の産  

油国や欧州諸国への移動である。2000年において，約200万人以上が中東・北アフリカのマシェリ  

ク諸国からGCC諸国に，210万人がマグレブ諸国からEU諸国に定住移民もしくは短期の出稼ぎ労働  

者として移動した（Musetteetal．，2006：4）。   

労働受け入れ側であるEU主要国は現在，人口転換の第三局面に完全に移行しており，人口ピラ  

ミッドはつぼ型である（国際連合，2003：80－85）9。国際連合（2002：118－463）によれば，EU主要国  

は1970年から90年の間に高齢社会に移行し，生産年齢人口比率はデンマーク，スペイン，スウェー  

デンおよび英国を除き，1990年代より低下局面に入った。これに対して，同じく労働受け入れ側で  

あるGCC諸国では，第二局面からの移行がみられるのは1980年代半ば以降である。しかも1995年  

から2000年における人口の自然増カ打率は，20パーミルから30パーミルと依然として高い水準にとど  

まっている（国際連合，2002：124－461）。いずれも国民一人当たり国内総生産が5，000ドル以上と中  

所得国の上位あるいは高所得国に属するが，人口転換の展開が遅いことは特徴的である。   

このような人口転換の展開は，労働力の受け入れにどのような影響を及ぼしているのであろうか。  

まず，EU諸国においては，人口高齢化が慢性的労働不足をもたらし，外国からの労働力の流入を  

引き起こしている。P鮎gerl（2006：193－198）によれば，1990年代以降，EU主要国に流入する移民  

人口の増加率は人口の自然増加率を上回るようになった。2000年の時点で，ドイツには730万人，  

英国には234万人，イタリアには139万人，スペインには90万人の外国人が流入しており，全人口の  

5．33％を占めている。外国人労働力の導入なしには今後さらに加速する少子高齢化に対応できない  

可能性が高い11）。   

EU諸国とは異なり，GCC諸国では自国の人口転換とは無関係に外国からの労働力の受け入れが  

進んできた。というのは，GCC諸国では，もともと国内に十分な労働力を擁していなかったから  

である。特に，二度の石油危機が原油価格を高騰させた1970年代には，膨大な石油収入を反映して  

GCC諸国に建設ブームが起こり，外国人の労働需要が急増した。1980年代半ばになると石油価格  

は低迷したが，その後も大量の外国人労働力を受け入れ続けた。  

1995年の時点でGCC諸国における外国人人口は全体の36．8％，外国人労働力は全体の73．6％を占  

めている（Girgis，2002：98－99）。これは，中東・北アフリカの労働過剰国だけでなく，パキスタン，  

インド，バングラデシュなどの南アジア諸国からも労働力を受け入れた結果である。例えば，サウ  

ジアラビアでは，生産年齢人口の増加によって近年国内の失業が顕在化しているために，サウダイ  

ゼーションと呼ばれる労働力の自国民化政策が強化されている。ただし，外国人労働力に高度に依  

存した構造を転換するのは容易ではなく，今後も外国人労働力の受け入れは続くであろう。  

9 ここでEU主要国とは，分析の都合上，1995年までに加盟した15カ国を示す。  

10 高齢社会を迎えているEU諸国では，外国人労働者受け入れ体制を整備し，人手不足に対処する必要から，   

EU共通の移民政策の策定，外国人不法移民への対処および移民の社会的統合政策の実施等が積極的に行わ  
れている。   



10  

（2）国際労働移動が人口動態に及ぼす影響   

上述のとおり，人口転換の時期と速度の各国・地域による相違が国際労働移動のインセンティプ  

を与えることは明らかである。この因果関係とは逆に，国際労働移動は人口転換にどのような影響  

を及ぼすのであろうか。   

Fargues（2007：161－167）によれば，外国に移動した労働者は受け入れ先の文化株式や家族計画  

を導入することによって，自分の家族の出生力の意思決定に影響を及ぼすという。確かに，出生力  

の意思決定は外部から独立して行われるのではなく，属する共同体の行動や家族計画から影響を受  

ける。すなわち模倣が重要な役割を果たし，外部性が生じることが知られている（BasuandVan，  

1998）。つまり，移動した労働者が移動先の家族計画を適用することによって出生率が低下し，人  

口転換の第三局面への移行が加速化することは十分にありうると思われる。   

さらにFargues（2007：166－177）は，中東・北アフ1）カ出身の移民や短期出稼ぎ労働者の移動先  

がEU諸国であるかGCC諸国であるかによって，彼らの出生力の意思決定への影響が異なることを  

指摘した。すなわち，主として前者を目指したモロッコやトルコでは出生率の低下が速く進み，第  

二局面からの展開も比較的早く進行した。これに対して，後者に多くの短期出稼ぎ労働者を送り出  

しているエジプトでは，出生率の低下は遅く，したがって人口転換の展開も遅かった。事実，すで  

に高齢社会に突入しているEU諸国へ多くの労働者を送り出したレバノンやチュニジア，モロッコ  

では，申束・北アフリカ諸国の中では比較的早い時期に人口の自然増加寧が低下した（図1）。こ  

れに対して，人口転換が遅れているGCC諸国に多くの労働者を送り出したエジプトやシリア，ヨ  

ルダンでは，人口転換は遅くしかも人口の自然増加寧に高止まりがみられる（図1）。   

つまり，労働費け入れ国において人口転換が先行している場合には，国際労働移動は労働送り出  

し国における出生率を低下させる可能性がある。EU諸国のように，労働受け入れ側の人口転換は  

第三局面から第四局面にあることが多いため，国際労働移動は送り出し国における人口転換を加速  

化させる影響があると思われる。ただし，受け入れ先がGCC諸国のように人口転換が遅れている  

場合は，その効果は限定的であるといえよう。  

Ⅳ．エジプトにおける人口動態と経済成長の長期的関係   

これまでの分析より，中束・北アフリカ諸国は生産年齢人口比率が上昇する局面に移行しており，  

今後人口ボーナスを迎えることが明らかになった。また，同諸国で増加する労働人口は外国への移  

民や短期出稼ぎ労働者を送り出す圧力を生む一方で，労働の送り出しが同諸国の人口転換を加速化  

させる影響があった。ただし，同諸国の中でも所得水準が低いエジプトでは人口転換が遅れており，  

人口の自然増加率にやや高止まりの傾向があった。また，人口転換が遅れているGCC諸周に大量  

の労働力を送り出したエジプトでは，労働送り出しによる出生率低下の影響も限定的であった。   

このような特徴を持つエジプトは，中束・北アフリカ諸国の中では人口ボーナスを掴み取る必要  

性が高い国である。現在エジプトでは，生産年齢人口比率が増加する局面にあり，今後必ず人口ボ  

ーナス期を迎えるが，人口ボーナスが自動的に経済成長に結びつくわけではない。エジプトが人口   
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ボーナスの成果を掴み取るためには，いかなる条件が必要であるのか。本節では，エジプトにおけ  

る人口動態と経済成長の長期的関係を分析することにする。  

1．人口動態  

1960年以降のエジプトにおける出生率，死亡率および人口の自然増加率の推移を図3に示してい  

る。1960年においては，出生率と死亡率が依然として高く，その結果人口の自然増加率も26．0パー  

ミルにとどまっており，人口転換は第一局面にあった。その後1980年代半ばにかけて，死亡率が急  

速に低下したために，人口の自然増加率が上昇し，第二局面に移行した。第二局面からの転換は，  

1980年代後半からみられ，1990年代には出生率が20パーミル前後まで低下し，第三局面を迎えつつ  

ある。ただし，人口自然増加率は20パーミル前後で推移しており，高止まりの傾向がある。  
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（出所）CentralAgencyforPublicMobilizationandStatistics（CAPMAS），StatisEical旅arBookQfArab  

斤ゆイ捕ごげ勧りune2005，p．21より蟹者作成。  

図3 エジプトにおける人口転換  

山方，2004年における年齢別人口構成を図4から観察すると，男女ともに10歳以上15歳末満の人  

口が最も多い。また，15歳末満の若年従属人口は，年齢が下がるにしたがって絶対数が減少してい  

る。つまり，人口ピラミッドの裾野がなくなっており，10年から15年ほど前に成層塑から釣鐘型へ  

と移行したことが推測できる。なお，つぼ型への移行は現時点ではみられない。   

また，若年従属人口比率，高齢従属人口比率および生産年齢人口比寧の推移を図5から観察する  

と，1985年以降に若年従属人口比率は低下局面に，生産年齢人口比率と高齢従属人口比率は増加局  

面に移行した。高齢人口比率の上昇は比較的緩やかであるが，2000年代に入ると若年従属人口比率  

は急速に低下し，生産年齢人口比寧は急速に上昇している。   

現在最も人口が多い10歳から15歳の年齢層は，数年のうちに生産年齢人口に達する。また，1985   
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Rゆublic〆拗t，June2005，p．32より筆者作成。  

図4 エジプトの年齢別人口構成（2004年）  
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（注）2003年以降の各比率は中位予測値を示す。  

（出所）国際連合経済社会情報・政策分析局人口部【編】阿藤誠【監訳】（2002）F国際連合  

世界人口予測1950→20502020年改訂版』原音房，第Ⅰ分冊より筆者作成。  

図5 エジプトにおける若年従属人口比寧，高齢従属人口比率  

および生産年齢人口比率の推移   
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年を分水嶺として，生産年齢人口比寧が増加する局面に入った。これらの観察から，エジプトは人  

口ボーナス期を迎える時期にきているといえる。ただし，人口の自然増加率が20パーミル前後で高  

止まる傾向がある。つまり，生産年齢層が増加する局面でも人口増加率は依然とLて高いため，社  

会への負担が大きいことに変わりはない。また，高齢従属人口比率が次第に増加していることから，  

高齢化社会の到来を免れるわけではない。エジプトでは，医療，年金，福祉等の社会的セーフティ  

ネットは未整備であるため，人口ボーナスの成果を掴み取ることはますます重要である。  

2．経済成長  

（1）長期経済成長   

エジプトにおける実質GDP成長率の5カ年移動平均を図6に示した。エジプトの長期経済成長を  

以下4つの局面に分類し，分析することにする。   

まず，1952年の7月革命を経てアラブ社会主義体制を確立したエジプトでは，1964年から72年に  

かけて国家主導の資本蓄積による成長を図った。この時期に，人口転換は第一一局面から第二局■面へ  

の移行期にあり，人口成長率は次第に増加していった。増加する労働人口の多くは，五カ年計画の  

実施や国営企業の設立によって，政府・公共部門に吸収されていった。，その結果，1960年代には年  

率5％を維持した実質GDP成長率も次第に低下していき，経済の開放が求められることになった。   

これに対して，1973年から80年代半ばにかけてほ，74年に開始した門戸開放政策を契機に社会主  

義体制を放棄し，外資を導入することによって民間主導の経済体制に移行を開始した時期である。  

また，1973年と79年の二度の石油ショックによって，サウジアラビアやクウェートなどのGCC諸  

国への出稼ぎが盛んに行われ，83年には188．2万人，国内労働人口の15．3％もの労働者が出稼ぎに  

参加した（Birksetal．，1983：113－115）。この時期は－一方で，人口転換の第二局面で急速な人口増を  

経験した時期である。GCC諸国への払稼ぎは，増加する国内労働力を吸収する一方で，多額の外貨送  

金をもたらし，エジプト経済は平均実質成長年率5．7％（1973年～85年）という高成長を遂げた。  

1980年代半ば以降になると，石油価格が低迷したことを受けて，経済成長率は平均年寧1．5％  

（1986年～91年）に失速した。また，1991年の湾岸戦争勃発の影響もあり，多くのエジプト人出稼  

ぎ労働者が帰国した。この時期に人口転換は第三局面への移行を開始したために，人口増加率は年  

率2．32％（1985年）から2．0％（1990年）に低下したが，完全失業率は同期間に8．7％から9．1％に増  

加した11。経済の低迷と失業者の増加によって，経済の構造改革を余儀なくされることになった。   

このような経済の停滞を受け，1991年からIMFと世界銀行の主導によって経済改革・構造調整プ  

ログラムが実施に移された。パリクラブとの50％の債務削減やIjスケジュール，世銀による構造調  

整融資によって，価格自由化や補助金削減などのコンディショナリティは付与されたが，構造調整  

は比較的成功裡に行われた。経済成長は改革の効果もあって，平均年率4．0％（1991年～2004年）  

にまで回復した。この時期に人口転換は引き続いて第三局面への移行期にあり，人口ボーナスを迎  

11国際連合（2002：210〕およびCentralAgencyforPublicMobilizationandStatistics，Staiistical旅arbook1990－   

J9粥A和ゐ点申〃鋸fcげ勧りuly1996を参照されたい。   
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える時期にきている。   

図6のデータから，1960年から2005年における実質GDP平均成長年率を計算すると，5．6％であ  

った。変動はあるものの，成長率としては経済発展の「離陸」の水準に達していた。また，第二局  

面における急速な人口増は，GCC諸国への労働送り出しによって相殺された。海外出稼ぎへの過  

度の依存や公共部門の肥大化といった構造的な問題は残るものの，エジプトの経済成長は比較的順  

調であった。  
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（出所）IMF（1995）．1htemational薫nancialSEaiisiics旅arbook，pp．346－347，lMF（2005），hternational  

苗乃β乃C≠αJ馳ぬ∫古び挽α血虎．pp．346－347より筆者作成。  

国6 エジプトにおける実質GDP成長率の推移  

（2）経済成長の要因   

それでは，このような成長をもたらした要因は何であろうか。表2は，エジプトにおける経済成  

長のマクロ経済的要因を1960年にさかのぼって分析したものである。   

表2によれば，エジプトでは，豊富な国内人口による内需によって経済成長が支えられてきた。  

民間最終消費支出は平均年寧5．6％で成長し，そのGDPに対する寄与度は3．8％と最も高い。第二局  

面で増加した国内人口に支えられ，輸入需要も平均年寧8．0％と旺盛であった。ただし，これは巨  

額な貿易赤字を抱える構造をもたらした。   

一方，国内総固定資本形成の成長率は，1980年代まで平均年率4．9％から18％の速度で増加し，  

成長を牽引した。特に1974年の門戸開放政策導入以降，民間資本や出稼ぎ外貨送金の流入が急増し，  

投資増につながった。しかし，1990年代以降に投資は減退し，その成長率は大幅に低下した。また，  

その寄与度は全期間を通して1．4％と低い水準であり，必ずしも高い水準とはいえなかった。この  

時期に国内投資が停滞していった原因は，増加する国内人口に生活基礎物資を供給するために補助  

金支出が拡大され，また，増加する労働人口を公務員として雇用するために人件費の支出が拡大さ   
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れていったからである。つまり，補助金と人件費の支出が国内公共投資への財政の配分を制約する  

ことになった。   

投資の低迷に対して，生活基礎物資への補助金や人件費の支出増によって，政府最終消費は平均  

年率5．2％で増加した。特に，国内線固定資本形成が減速した時期にも政府支出は増加し続けた。  

ただし，その成長への寄与度は0．9％と低く，財政支出のわりに成長への貢献は少なかった。構造  

調整政策が導入された1990年代に緊縮財政が推奨されたが，2000年に入ると政府最終消費支出は平  

均年率6．0％の速度で増加した。政府の財政支出増は，自由化・規制繚和によって小さな政府へ構  

造転換を図る際に大きな障害となり，巨額の財政赤字を抱える結果をもたらした。  

衷2 エジプトにおける経済成長のマクロ的要因  

1960～   1970～   1980～  1990－   2000～   全期間  

1ミ汀0年  1980年  1990年  2000年  2005年  （1960～  

2005年）   

l養＝和総文机   4．6   7，8   7．6   4．3   4．1   5．6   

民間最終消費支【l二1   3．9   7．1   8．3   5，0   3．1   5．6  

（2息）   （4．5）   （5．4）   （3．7）   （2．3）   （3．8）   

軋内総桐定資本形成   4．9   18．0   7．1   0．3   1．0   7．4  

（0．7）   （3．2）   （2．0）   （ （0．1）   （1．射   

在庫品増加   （0．3）   （0．4）   （－0．2）   ト0．0）   ト0，0）   （一0．1）   

政府敢終消費支出   9．3   4．3   4．3   3．4   6．0   5．2  

（l．8）   （0．9）   （0，7）   （0．3）   （0．7）   （0．9）   

財・サービスの純輸出   （－0．7）   ト1．2）   ト0．4）   （0．4）   （0．9）   ト0．5）   

財・サービスの輸出  2，2   21．7   8．0   4．0   17．7   8．4  

（0．2）   （4．2）   （1．3）   （0．7）   （3．6）   （1．射  

財・サービスの輸入  4．6   20．S   6．3   1．2   10．4   8．0  

（0，9）   （5．4）   （1．7）   （0．2．）   （2．6）   ＝．9．）  

哺）並の偵は，各年の実質成比率を平均した値を示す 

（）匪は．各年の園内総克郎二対する寄与旺の平均を示す。  

仙所1IMF（1995）．加g用β摘花αJ君醐那fβJ馳ぬぬ旅α血戒pp．346－347．IMF（2005），抽β用αf加αJ蔦循α調dαJ5ぬぬぬ  

沌α血〟烏，pP，346・347より筆者作成 

また，衷3に，1976年から2004年について成長会計分析を行った結果を示している。本推計では，  

資本ば）と労働（エ）を生産要素とし，生産（n を産出する生産関数を想定した。生産関数はヒ  

ックスの中立的技術進歩と1次同次を仮定して推計し，成長会計分析を行った（成長会計式：  

G（靴）＝G（r押）＋βG（凡仏），G（）：各変数の増加率，‡几：労働生産性，了「FP：総要素生産性，  

凡仏：資本装備軋 β：貸本の生産弾性値）。推計によって得られた資本の生産弾性値（β）は，  

0．491であった1J。   

推計結果によれば，1977年から2004年において，労働生産性が平均年寧2．77％で成長したのに対  

して，資本装備率の貢献度は2．51％であったため，残差で測られる総要素生産性（TFP）の成長年  

率は0．2ア％でしかなかった。また，その労働生産性成長率に対する相対的寄与率も9．6％と低かっ  

た。これに対して，資本装備率の相対的寄与率は90．4％をも占めた。このことは，推計期間全体を  

通じて，エジプトが資本蓄積に高度に依存した生産構造にあったことを示している。   

図7に国内給周定資本形成の推移を示している。1980年代後半以降，国内線固定資本形成は低迷   
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表3 エジプトにおける成長会計分析の結果  

労働生産性   資本装備率   資本装備率の   総要素生産性  

成長率（％）   成長率（％）   貢献度（％）   成長率（％）  

G（Ⅰて仏）   G（局仏）   βG（常仏）   G（7二戸P）   

1976年－1980年   4．82   12．92   6．35   －1．52   

1980年－1985年  6．79   9．95  4．89   1．91  

（100）  （71．9）   （28．1）  

1985年－1990年  2．06  7．17  3．52   －1．46   

1990年－1995年   －0．74   0．72   0．35   －1．09   

1995年－2000年  3．36   1．71  0．84   2．53  

（100）  （24．9）   （75．1）  

2000年－2004年  1．45  1．60  0．79   0．66  

（100）  （54．4）   （45．6）   

全期間：  

1977年－2004年   2．77   5．10   2．51   0．27  

（100）  （90．4）   （9．6）   

（注）かっこ内は，労働生産性成長率に対する相対的寄与率を示す。同番予寧は，総要素生産性成長率が正の値をとる  

期間のみ推計した。  

し，そのGDPに占める比率は大きく低下していった。成長会計分析の結果が示すとおり，エジプ  

トにおいて投資の停滞は経済成長減速の主要因である。ただし，補助金や人件費の支出によって国  

内公共投資は制約されることになった。また，家計における若年従属人口の養育負担が社会全体に  

重く圧し掛かり，貯蓄が制限されたことも国内投資停滞の要因であった。その結果，経済成長率は  

1990年代半ばにかけて大きく低下していった（図6）。   

しかしこのことは一方で，国内投資が回復すれば成長が実現できることを示唆している。つまり，  

若年従属人口比率の低下による養育負担の軽減が貯番増をもたらし，国内投資が増加すれば，経済  

成長を実現できる可能性がある。事実，若年従属人口が相対的に減少し，生産年齢人口が増加する  

局面に移行した1990年代後半以降は，国内稔固定資本形成の大幅な低下も止まり，成長率も回復し  

た（図6および囲7）。今後人口ボーナス期に向けて若年従属人口比率がさらに低下することが予  

測できるため（図5），貯蓄増・投資増による成長率の長期的回復が期待できる。ただし，技術進  

歩の貢献が総じて低いため，資本蓄積に依存したまま経済成長が停滞する可能性は否定できない。  

人口ボーナス期に技術進歩に依存した経済構造に移行することが極めて重要である。  

12 本推計に必要なデータは，生産量，労働投入量および資本投入（ストック）量に関する時系列データであ  

る。本推計では，資本の質の変化を考慮せず，生産量を実質GDP，労働投入量を就業者数，資本投入量を   

PI法（perpetualinventorymethod：恒久棚卸法）による実質投資の積み上げで代表させた。GDP，就業者数  

および投資の時系列データは，tMFの劫ね用α才わ乃αJダ吉乃α乃Cfαg5お′由ffα‡セα婚00ゐ（1997年版および2004年版）   

から得られた。資本ストックの系列は，1985年の投資水準（ん）に基づき，1985年のストック水準（麒｝）を   

＆コん（1＋g）像＋d）で近似し，風＝ム＋（1－d）臥1にしたがって，1976年から2004年の実質投資額を累積した。   

ムは1983年から1987年の5カ年で平均した実質投資額，gは1976年から1985年における実質投資の増加率で  

ある。dは減価償却率を示し，3％で競一した。   
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図7 エジプトにおける国内線固定資本形成の推移  

Ⅴ．考察  

社会主義経済体制を初期条件に持つエジプト経済の生産構造が国家主導の資本蓄積に依存してい  

ることは，実証的にも指摘されてきた。例えば，1960年代のTFP成長年率はマイナスであり，70年  

代は年率1％から2％であった（Handoussa，NishimizuandPage，Jrり1986：53）。資本者積に高度に  

依存した構造にあり，持続的経済成長の源泉である技術進歩の誘発が停滞していることは，エジプ  

トのみならず中東・北アフリカ諸国に共通する特徴である13。特に，人口転換の第二局面で増加す  

るエジプト人労働者がGCC諸国の労働市場に雇用吸収されたことを述べたが，このことは結局の  

ところ海外出稼ぎ依存体質をつくりあげることになり，国内投資の減退と技術進歩の停滞につなが  

った。   

ところが，1990年代半ば以降TFP成長率が増加しており，資本蓄積に依存した構造からの脱却が  

みられなくもない。近年のエジプト経済のTFP成長率を推計したKheir－EトDinandEl－Laithy  

（2006：4－7）によれば，2000伯1年度から04／05年度にかけて労働生産性の平均成長年率は1．993％であ  

ったのに射し，TFPの平均成長年率は0．782％であり，199訂96年度から9針2000年度の0．096％と比較  

して改善がみられた。  

13 生産が資本蓄積に高度に依存している構造は，崩壊していったソ連型の社会主義経済に通じるものがある。   

中東・北アフリカ諸国を対象に成長会計分析を行ったPissaridesandV6ganzones－Varoudakis（2007：143－146）  

によれば，1970年代から90年代における技術進歩率は1％以下もしくはマイナスであった。また，1960年か  

ら98年のアルジェリア，エジプト，モロッコおよびチュニジアについて成長会計分析を行ったAbu－Qarn   

andAbu－Bader（2007：752－771）の推計でも，TFPの成長率は1％に満たなかった。   
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また，表3に示した筆者の推計によれば，1995年から2000年においてはTFPの成長への寄与率は  

75．1％であり，2000年から04年のそれは45．6％であった。つまり，1990年代半ばからは技術進歩の  

貢献がみられ，資本者積に依存した生産構造から脱却しつつあることが示唆される。また，この  

TFP成長率が増加した時期は，若年従属人口比率が低下し，生産年齢人口比率が増加する局面と一  

致している（表3および図5）。この局面は経済成長を達成する重要な機会であるが，資本蓄積か  

ら技術進歩に依存した経済構造に移行できるかは，エジプトが人口ボーナスの成果を掴み取るため  

の試金石となろう。   

長期的にみると，エジプトの経済成長は豊富な国内消費に支えられた構造にあるため，生産年齢  

人口の増加による市場規模の拡大は成長の基盤となる。一方，国内投資が低下した時期には成長率  

は低迷したが（図6および囲7），出生率の低下が若年従属人口の養育負担を減少させることによ  

って国内貯蓄率が増加すれば，投資活動が活性化されることが期待される。また，国内投資活動の  

活性化は，国内の雇用創出に貢献することによって増加する生産年齢人口を雇用吸収でき，海外出  

稼ぎに高度に依存した構造から脱却することにもつながる。ただし，人口ボーナス期に貯蓄増・投  

資増のメカニズムを機能させ，経済成長を実現させるためには，健全な金融システムを機能させる  

ことが条件である。  

Ⅵ．結論   

本稿は，エジプトにおける人口動態と経済成長の長期的関係を明らかにし，エジプトが人口ボー  

ナスの成果を掴み取るための課題を導き出すものであった。本箱で分析したところによれば，1970  

年代から80年代に人口転換の第二局面にあったエジプトは，90年代には第三局面に移行しており，  

また，生産年齢人口比率は今後とも増加する局面にあり，人口ボーナス期を迎えつつある。このよ  

うな中，エジプトは生産構造が国家主導の資本者穂に高度に依存した構造にあり，1980年代半ば以  

降は投資の減退とともに成長が減速した。しかし，TFP成長率で測る技術進歩の生産への貢献が  

1990年代半ば以降，成長率の回復とともにみられるようになった。しかもこのTFP成長率の上昇は，  

人口ボーナス期を迎えつつある時期に観察された。以上の分析結果から，エジプトが人口ボーナス  

の成果を掴み取るには，以下の条件が重要であると考えられる。   

第一に，現在最も人口の多い10歳から15歳の人口が数年のうちに生産年齢人口に達することから，  

労働市場の新規参入者に対する雇用先を確保することが優先課題である。現在すでに完全失業者数  

が約160万人にのぼっている上，かつて国内雇用問題の悪化に活路を見出したGCC諸国への出稼ぎ  

も1970年代ほど盛んではなく，政府・公共部門の雇用は飽和状態であるために，今後ますます労働  

供給庄は高まるものと考えられる。生産年齢人口比率が増加する局面において，雇用吸収力の高い  

小規模産業や中小企業の育成，失業者の再訓練によって，増加する労働人口を付加価値の高い生産  

活動に投入することが条件である。   

第二に，国内投資の低迷は経済失速の主因であり，資本蓄積の減退は技術進歩の停滞をもたらし  

た。現在ナズイーフ首相が掲げている「投資促進による雇用創出」政策によって外資を積極的に誘   
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致すると同時に，労働集約的産業を中心に国内の民間投資活動を活性化することが重要である1㌔  

また，内需が経済成長をリードする構造が示しているように，生産年齢層の増加によって市場の規  

模は今後も拡大する。人口ボーナス期に家計や個人の負担が軽減されることから，効率的かつ健全  

な金融システムを確立し，貯蓄増・投資増のメカニズムを機能させることが，人口ボーナスを掴み  

取るためのもうひとつの条件である15。   

以上のように本稿では，エジプトの経済成長が資本蓄積に高度に依存した構造にあり，国内投資  

が低下すると経済成長率が低下するという因果関係を実証的に明らかにすることで，人口ボーナス  

を掴み取るための条件を導き出した。これより，出生率の低下による養育負担の軽減が貯蓄増をも  

たらし，国内投資増による経済発展を実現できる可能性があるとの分析を展開した。ただし，出生  

率の低下が国内投資の増加を導くメカニズムは明示的に分析できていないため，この点については  

今後の課題としたい。   

なお，エジプトが将来訪れる人口高齢化に備えるべき課題は何であろうか。それは，所得水準が  

低いまま人口高齢化に突入する可能があるために，人口ボーナス期に医療，年金，福祉等の社会的  

セーフティネットの整備を図ることである。ただし，人口ボーナス期を迎える前に，人件費，国内  

債務利払い，補助金の3大支出によって，すでに巨額の財政赤字を抱えているために，開発投資に  

配分する予算に制約があることは問題である16。このような慢性的財政赤字を抱え，硬直化してい  

る国家財政は，人口ボーナス期に解消するより他はない。すなわち，この人ロボーナス期こそ，エ  

ジプト経済が抱える構造的問題を解消し，持続的経済発展経路に乗るための重要な機会であるとい  

えるだろう。  

【付記】   

本稿の作成にあたっては，本誌2名の匿名レフェリーより有益なコメントをいただいた。ここに  

記して感謝したい。残りうる誤りがあるとすればそれは全て筆者の費任に帰するものである。  

14 2006年7月に発足したナズイープ内閣は，「投資促進による雇用創出（EmploymentthroughInvestment）」  
をスローガンに掲げ，悪化する国内の雇用問題の改善を外資誘致に求めている。その目的は，外国企業か  

らの直接投資を積極的に誘致することによって，年間75万人の雇用を創出することである。同スローガン  

は，2004年11月にナズイープ首相が人民議会において表明したものである。GovernmentStatementtothe   

People’sAssembly，Dr．AhmedNazif，thePrimeMinister，December2004（www．idsc．gov．eg／Egypt／   
Gov／Gov＿Statemenし血aしe．pdのを参照されたい（2006年11月30日確認）。  

15 近年のエジプトにおける金融改革については一定の成果がみられる。エジプト中央銀行は，新銀行法   

（2003年法律第88号）を金融改革の基本枠組とし，業績不凍の国内銀行の再編統合と国営金融機関の民営化  

に取り組んでいる。新銀行法の中では，バーゼルⅠⅠの国際基準（自己資本比率8％以上）を適用した金融機   

関の監督強化が規定された。中央銀行は，自己資本比率10％以上を中級比率として各行に要求し，2005年  

7月までにこの基準を満たせなかった銀行を再編統合の対象とした。  

16 エジプトの国家財政をみると，人件費，補助金および国内債務利払いによって，経常支出の約65％もが支  

出されている。また，社会保障支出は，2003仰3年度から05／06年度において経常支出の17％を占めた。この   

配分は，教育費15％，国防費10％と比べても大きい。社会保障制度の拡充も国家財政への負担が大きいこ   

とは事実である。MinistryofFinance，拗tianEconomicMbniior，Vol．1，No．2，December2004，p．52，Ministry   
OfFinance，772eF？nancialMbnihbT，December2006，P．32を参照されたい。   
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